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自治体職員が判断することは、登記官や土地家
屋調査士が判断するよりもハードルが高い。
（知識不足、不明瞭な判断基準、訴訟リスク）

土地家屋調査士に建物性の判断を依頼可能にする
ことを明確化する。
さらに一歩踏み込むと、政府が自治体の要請を待
たずにプッシュ型で登記官や土地家屋調査士を被
災地に派遣し、彼ら主導で建物性の判断を行う。

建物の状態を判断する基準が２つある。
（住家被害認定と不動産登記法上の建物性判
断）

全壊家屋のうち、建物性が認められない建物につ
いては「倒壊」のようなカテゴリーを作り、その
時点で滅失登記を行う。

迅速に公費解体を進めるために…

罹災証明や公費解体における被災物件の表示が
誤っているケースが多い。（家屋台帳や登記情
報の表示通りではない）

各種申請時に土地家屋調査士等による記載事項
（物件情報）に関するチェックを行う。
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